
愛 媛 県 報

１０１６

告 示

�愛媛県告示第１０７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今治支局商工観

光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグストアモリ今治別宮町店

今治市別宮町七丁目２５番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和６年５月２３日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４６６平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５１台

イ 駐輪場の収容台数

１０台

ウ 荷さばき施設の面積

４０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

８．２５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和５年９月２２日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振

興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示
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○ 監査結果に基づく措置の公表…………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…１０２０

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の届出事項の異動の届出………………………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…１０３０
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ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１０８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

松山市和田地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条

第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとお

り土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・門田口地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

令和５年１０月１１日から１１月８日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第１０８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

西条市小松町大頭地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、

同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

とおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・大頭地区）変更計画書の写

し

２ 縦覧期間

令和５年１０月１１日から令和５年１１月８日まで

３ 縦覧場所

西条市役所西部支所

�������
�愛媛県告示第１０８２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和５年１０月１０日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

茨城県ひたちなか市堀口７５１

代表取締役社長 小澤 英彦

２ 事業場の名称及び所在地

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

西条工場

西条市ひうち８－６

３ 特定施設に関する事項

� Ａ－１２９

� Ａ－１３０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり２リットル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６５号 酸又はアルカリによる表面処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり２リットル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．００４

最大 ０．００７

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１７

最大 ０．０２６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ３０
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１０１８

� Ａ－１３１

� Ｅ－９２

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 弗素含有廃水処理施設

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．７

最大 ５．７

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３

最大 ５１

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６３号 ホ 廃ガス洗浄施
設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり０．１立方メートル処理

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 ウエハー１時間当たり４２枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 ２．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８

最大 ９６

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．００４

最大 ０．００７

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１７

最大 ０．０２６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ３０

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処理施設の種類及び型式 弗素含有廃水処理施設

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート、ＦＲＰ、ＳＳ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦１５，５５０ミリメートル
横２０，２５０ミリメートル
高さ４，８００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり７２立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１０．０
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� 酸アルカリ廃水中和処理施設 ５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１ 工場排水口

�愛媛県告示第１０８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８４号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

通常 ８．１３

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

通常 １５

最大 ３５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ２９．５

最大 ４９．５

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

通常 ４．５１

最大 ７．４５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，６３０

最大 １，６８０

通常 １，６３０

最大 １，６８０

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処理施設の種類及び型式 酸アルカリ廃水中和処理施設

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート、エポキシ樹脂

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦６，０５０ミリメートル
横１８，９５０ミリメートル
高さ４，８００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．０～１０．０

最大 ３．０～１０．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．５

最大 ７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４．５

最大 ４０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．３

最大 ４０．０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９９

最大 ６．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２９５

最大 ９，０００

備考 この他に、雨水専用排水口が５箇所ある。

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．９１

最大 ９．３６

通常 ７．９１

最大 ９．３６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３．９

最大 ３８．８

通常 ２３．９

最大 ３８．８

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ５２．７７

通常 ２８．７

最大 ５２．７７

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３５

最大 ７．９６

通常 １．３５

最大 ７．９６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 蒋淵下波線

宇和島市遊子１３９６番地先

同市遊子１４３５番地先
旧 １３．５～２０．４ ０．０２３

宇和島市遊子１４３６番２から

同市遊子１４３７番３まで
新 １５．５～２２．４ ０．０２３
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監 査 公 表

�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

令和５年１０月１０日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８６号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

令和５年１０月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 佐 伯 佳央里 東温市志津川 令和
５年１０月１日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 澤 田 貴 虎 東温市志津川 令和
５年１０月１日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 角 田 俊 雄 東温市志津川 令和
５年１０月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 田 中 武 道 東温市志津川 令和
５年１０月１日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 消化器外科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 押 切 太 郎 東温市志津川 令和
５年１０月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 小 児 科 西 条 中 央 病 院 相 原 香 織 西条市朔日市８０４番地 令和

５年１０月１日

肢体不自由、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害

リハビリテー
ション科 伊 予 病 院 澤 井 志 保 伊予市八倉９０６番地５ 令和

５年１０月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 西 条 市 民 病 院 廣 松 崇 史 西条市小松町妙口甲１５２１番地 令和
５年１０月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

谷 川 和 史 社会医療法人石川記念会ＨＩ
ＴＯ病院 四国中央市上分町７８８番地１ 国立大学法人愛媛大学医学部

附属病院 東温市志津川 令和５年
４月１日

谷 川 和 史 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 瀬 戸 内 海 病 院 今治市北宝来町二丁目４番地

９
令和５年
９月１日

牧 野 景 愛媛県立子ども療育センター 東温市田窪２１３５番地 西 条 中 央 病 院 西条市朔日市８０４番地 令和５年
９月１日

宮 本 和 � 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３番１号 みやもと眼科クリニック 新居浜市坂井町三丁目６番２６
号

令和５年
１０月１日

立 花 亮 祐 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３番１号 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 令和５年

１０月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市立八幡浜総合病院 三 藤 建 志 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 令和
５年９月７日
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 令和４年８月９日

（監査の結果）

収入未済の行政代執行費用（高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ５４６，９６２ 令和３年度決算による

（措置の内容）

債権者である法人に対し、平成３１年３月２６日付けで代執行費用の納付

命令を行い、令和元年５月８日付けで督促状を送付。納付期限内に納付

されなかったことから、法人の財産調査を行い、債権回収手続きを進め、

令和２年９月１７日に９８，３２０円を回収した。今後も適切な債権管理を行い、

債権回収に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 令和４年８月１８日

（監査の結果）

収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ４３８者 ３８，９３８，７１０ 令和３年度決算による

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人へ

連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方不明

者についても追跡調査を行うよう要請してきたところ。

その結果、令和３年度末の未収入金３８，９３８，７１０円のうち、令和４年度

中に２９，３００円（１者完納）を回収した。また、時効援用の申立があった

３６名について、２，９８１，３５０円を不納欠損とした結果、令和４年度末には、

前年度より債務者数で３７者減の４０１者、収入未済額で３，０１０，６５０円減の

３５，９２８，０６０円となっている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 令和４年８月２９日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ４，１０１，８４０ １，０００，５６０ ５，１０２，４００

２年度 ８５，８２０ ９１４，７４０ １，０００，５６０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ４，０１６，０２０ ８５，８２０ ４，１０１，８４０

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ４，４３４，０１３ ２４３，３４２，５７２ ２４７，７７６，５８５

２年度 ５，３４８，８４３ ２４９，０５３，７７７ ２５４，４０２，６２０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９１４，８３０ △５，７１１，２０５ △６，６２６，０３５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ２９４，７６９ ２０，４１２，３５１ ２０，７０７，１２０

２年度 １８７，９８３ １９，９１６，４００ ２０，１０４，３８３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １０６，７８６ ４９５，９５１ ６０２，７３７

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促など納入指導に努めているが、

令和４年度（令和５年５月末時点）で収入未済額は１１，９３６，０８０円とな

っており、令和３年度と比べて増加しているが、これは不正受給を４

件更正した結果によるものである。

納入指導については、制度の趣旨や返還金の発生理由について説明

を行うとともに、個々の債務者の実態に応じて督促等を継続している。

また、当該返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により

発生していることから、町に対して受給者に対する現況届や資格喪失

届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知

徹底を図り、今後も返還金の発生の未然防止に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子・父子自立支援員による制度の十分な

説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要

に応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付けの段階から本人への相

談・指導にあたっている県下の母子・父子自立支援員全員の協力を得

ながら、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人へ

の電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、令和５年３月から、一度も償還のない者等に対して外部の債

権回収会社に連帯保証人を含む債務者に一斉に通知を発出させるなど、

収入未済額の減少に努めた。（委託件数１９２件、未納額９６，９４５，９６９円）

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２６８，４８３，７０５円のうち、４，８

４２，７００円が４年度内に納入され、また４年度償還分４，０４７，０７６円が未

収となったことから、４年度末の収入未済額は２６７，６８８，０８１円となっ

ており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

なお、債権回収の外部委託については、令和５年度も引き続き実施

しており、令和５年６月１５日現在で、６，５０４，３８６円が回収されている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 が い 福 祉 課 令和４年８月２９日

（監査の結果）

収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管理

されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２年度 １者 １４０，０００ 令和３年度決算による
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（措置の内容）

新型コロナウイルス感染拡大の影響等により親族で集まる機会が持て

ず、相続の話が進展しない状況が続いているため、返還が困難な状況で

あるが、年金受給権者の遺族に対して定期的な状況確認及び納入指導を

行った。

引き続き、適切に納入指導を行ってまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 令和４年８月３１日

（監査の結果）

中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金

に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５，０９６，４６０ 令和３年度決算による

（措置の内容）

当該違約金は、平成２９年４月に誓約した分割納付計画に基づき、同年

４月から毎月１５０，０００円を回収し、令和４年２月に完済予定となってい

たが、貸付先が業績不振に陥り、令和元年５月から納付が困難になった。

その後、県中小企業再生支援協議会等の支援を受けながら進めていた

新たな償還計画を含む経営改善計画の策定が新型コロナウイルス感染症

等の影響により、遅れていたが、令和３年度末に策定された。

当該計画に基づき、違約金については、令和４年７月から毎月１５０，０００

円の納付が再開されており、関係金融機関と連携して当該企業の事業再

生を支援しながら、適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 令和４年８月２９日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ０ ５７，５７５，８４６ ５７，５７５，８４６

２年度 ０ ６０，１２９，８４６ ６０，１２９，８４６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △２，５５４，０００ △２，５５４，０００

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成１９年度～
平成２１年度

及び令和元年度
３者 １，３２８，４６５ 令和３年度決算による

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より令和３年度末で３者５７，５７５，８４６円の未収金が生じていた。

４年度も債務者の資力等に応じた償還の指導に努め１，６５９，５００円が

償還されたが、新たに１者５１５，０００円の未収金が発生した結果、４年

度末現在の未収金額は４者５６，４３１，３４６円となった。

令和５年度は、５月末までに２４３，０００円の償還があり、５年５月末

現在の未収金額は、４者５６，１８８，３４６円となっている。

今後とも、地方局等を通じて債務者の状況を把握するなど、適正な

債権管理を行い、貸付金が滞納となった場合の違約金（年１２．２５％）

が多額にならないよう元金の早期償還に努めるとともに、適切な償還

指導により、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、３年度末で３者１，３２８，４６５円の未収金が生じていた。

４年度も債務者への償還指導に努めた結果、年度内に１２０，０００円が

償還されたため、４年度末現在の未収金額は３者１，２０８，４６５円となっ

た。

令和５年度は、５月末までに２０，０００円の償還があったため、５年５

月末現在の未収金額は、３者１，１８８，４６５円となっている。

違約金の滞納については、既に貸付金償還金を完済し違約金のみと

なっている１者を除いて、貸付金償還金完済後の違約金納入を指導し

ているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 令和４年８月２９日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が生

じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところである。令和３年度

単年度収支は県営林経営改善計画額の９９％に当たる４，８７１万円の黒字を

確保したが、令和３年度末の歳入不足額は、２１億３，６５０万円となってお

り、平成２７年３月に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行す

るなど、今後の健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

（措置の内容）

県有林経営事業特別会計は、平成２７年３月に見直した「県営林経営改

善計画」に基づき経営改善に努め、令和４年度においては、６，５９２万円

の黒字を計上したところ。また、令和４年度において、経営改善計画の

改善と専決処分による繰上充用の見直しを行い、更なる経営の改善を図

ることとした。

（経営改善計画の改善：令和５年３月）

・事業発注方式の見直しによる経費の節減

・主伐の導入による生産性及び収益の向上

・人件費の削減による経費の削減（令和１０年度～ ３名→２名）

（繰上充用の見直し：令和４年度２月補正予算）

・令和４年度２月補正予算に、一般会計からの操出金を計上し、累積欠

損金を解消

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 令和４年８月２２日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ０ ３，１９７，０００ ３，１９７，０００

２年度 ０ ４，３６４，０００ ４，３６４，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △１，１６７，０００ △１，１６７，０００
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２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成２２年度及び
令和２年度 ２者 １，６５３，２３６ 令和３年度決算による

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営を強い

られる中、令和３年度末で３名分３，１９７，０００円の滞納繰越が生じてい

る。これに対して、定期的に本人と面談して、分割による償還を指導

してきた結果、令和４年度は、うち１名から計１０８，０００円、もう１名

からは計３６０，０００円、残る１名からは９６０，０００円を収入した。

今後とも、適正な償還指導を通じて未収金の早期収入に努め、債権

全体の回収に繋げて参りたい。

２ ２名分違約金１，６５３，２３６７円は長期滞納となっており、定期的に本人

と面談し、違約金の早期納入を指導している。当面は、償還金（元本）

の完済を優先させ、早期に違約金の支払いが可能となるよう適正な納

入指導を継続することとしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 令和４年８月１８日

（監査の結果）

１ 住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済

額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ０ ２４，８２５，４４５ ２４，８２５，４４５

２年度 ０ ２５，１８８，８１９ ２５，１８８，８１９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △３６３，３７４ △３６３，３７４

２ 工事の契約手続遅延に伴う損害弁償金（消費税増税分）について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

元年度 １者 ９，７５１，２００ 令和３年度決算による

（措置の内容）

１ 令和３年度末時点における住宅貸付損害金（９６名２４，８２５，４４５円）の

退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところ、令和４年度

中に１名から２７，０００円の入金（完納）、分割納入中の１名から１２０，０００

円の入金があり、最終的な過年度分未収金（令和５年度繰越）につい

ては９５名２４，６７８，４４５円となった。

なお、令和４年度においては新たな住宅貸付損害金は発生していな

い。

引き続き地方局と連携しながら収入確保に努めるとともに、より一

層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ０ ２４，６７８，４４５ ２４，６７８，４４５

３年度 ０ ２４，８２５，４４５ ２４，８２５，４４５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △１４７，０００ △１４７，０００

２ 債務者が請求内容を不服として、令和元年１０月１６日に松山地方裁判

所に債務不存在確認請求事件として提起を行い、県としても、損害賠

償請求事件として令和２年１月３１日に反訴の提起を行ったが、令和５

年１月２５日、県敗訴の地裁判決言渡しがあった。

このため、同年２月７日に高松高等裁判所に控訴を行ったが、同年

８月３０日、県敗訴の判決が言い渡され、当該損害弁償金に係る県主張

は棄却されたことから、判決が確定次第、債権の取消し手続をとるこ

ととしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 地 域 産 業 振 興 部 令和４年７月４日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １３５，６３４，６３６ １２１，１４７，８９７ ２５６，７８２，５３３

２年度 １７２，７６５，１１４ １４２，３３７，４６３ ３１５，１０２，５７７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３７，１３０，４７８ △２１，１８９，５６６ △５８，３２０，０４４

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において、滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化期間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進などを実施

し、滞納整理に努力した結果、令和４年度に繰り越した収入未済額２５６，

７８２，５３３円が令和５年５月３１日現在で１２４，４５８，３７１円に減少した。

令和４年度現年課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン

による啓発活動に加え、「コンビニ収納」、「クレジットカード納付」

及び「スマートフォン決済アプリ納付」等、納税環境の整備により納税

者の利便性向上に努め、納期内自主納税の促進を図るとともに、滞納者

に対しては、早期に財産調査を進め、預金、保険、給与などの差押え等

による滞納処分を積極的に実施した結果、令和５年５月３１日時点の未収

入金は２７，９６４，１９７円となった。

今後とも、納税秩序の維持と税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 令和４年７月４日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ０ ２８５，０２０ ２８５，０２０

２年度 ０ ２９２，０２０ ２９２，０２０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △７，０００ △７，０００

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より

一層努められたい。
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（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ６６０，０９９ １，６４６，１００ ２，３０６，１９９

２年度 ４６３，４００ １，７３９，０００ ２，２０２，４００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １９６，６９９ △９２，９００ １０３，７９９

（措置の内容）

令和３年度末時点で２，３０６，１９９円の収入未済額があったが、令和４年

度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に戸別訪問等

による納入督促を行った。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し等

での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実施す

るとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し訴訟

を提起することとしている。

この結果、４年度は、滞納繰越金８８６，５９９円の納入があり、不納欠損

処分７６，２００円を行った。令和４年度現年度分の収入未済額は１，３７０，４００

円となり、令和４年度分を含めた収入未済額は、前年度に比べ４０７，６０１

円増の２，７１３，８００円となっている。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 令和４年７月１４日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ５６２，５００ １，６７５，１００ ２，２３７，６００

２年度 １，７４４，４００ １，４５９，７００ ３，２０４，１００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，１８１，９００ ２１５，４００ △９６６，５００

（措置の内容）

令和３年度末時点で２，２３７，６００円（３１名）の収入未済額があったが、

令和４年度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に戸

別訪問等による納入督促を行った。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し等

での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実施す

るとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し訴訟

を提起することとしている。

この結果、令和４年度には、滞納繰越金の３５．５％、７９５，１００円（２３名）

の納入があった。また、令和４年度現年度分の収入未済額が６７４，１００円

となり、令和４年度末現在の収入未済額は、前年度に比べ１２１，０００円減

の２，１１６，６００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ９，９７５，４３６ ５８，３１９，３３８ ６８，２９４，７７４

２年度 １０，２２７，２５２ ５１，６３８，８００ ６１，８６６，０５２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２５１，８１６ ６，６８０，５３８ ６，４２８，７２２

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １５４，４３１ １７３，１２３ ３２７，５５４

２年度 ４０，１２３ １３３，０００ １７３，１２３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １１４，３０８ ４０，１２３ １５４，４３１

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １０４，６３７ ２，１４９，１６３ ２，２５３，８００

２年度 １１４，３００ ２，２３６，８７１ ２，３５１，１７１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９，６６３ △８７，７０８ △９７，３７１

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金のうち、令和４年度発生分については、丁寧な説

明と粘り強い償還指導により、全額納入させた。

なお、令和３年度からの滞納繰越分２８５，０２０円については、生活保

護費返還金納付計画に基づく適期収入が図られるよう、債務者への督

促状・催告書の送付や臨戸訪問による納入指導に努めた結果、滞納者

の相続人から２１，０００円が納入され、収入未済額は２６４，０２０円に減少し

た。

今後も債務者の生活状況を把握するとともに、適切な返還指導等に

より、収入未済額の縮減に努めて参りたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申

請時に母子・父子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作

成するよう指導するとともに、償還開始直前には借受人に償還が始ま

ることを連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話といった償還指導に加え、連帯保証人

を通じた働きかけを行ったものの、疾病や就労収入の低下等により家

計が悪化し、貸付当初に計画した償還が困難となる者も多く、令和４

年度償還分のうち、計９，２５２，６６１円は未収となった。

なお、令和３年度からの滞納繰越分計７０，８７６，１２８円については、市

の母子・父子自立支援員との協力のもと、借主及び連帯借主への電話

指導、連帯保証人による償還の促進等の納入指導に努め、４，２９５，７１３

円が納入された。これらの結果、令和４年度の収入未済額は合計７５，８

３３，０７６円に増加したことから、引き続き、借主の生活状況に応じた適

切な償還指導を粘り強く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮

減に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 令和４年７月４日
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 地 域 産 業 振 興 部 令和４年７月７日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １９４，６７１，０３７ ２６５，７７６，２４３ ４６０，４４７，２８０

２年度 ３８７，１８２，２３５ ２７２，１４６，０３２ ６５９，３２８，２６７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１９２，５１１，１９８ △６，３６９，７８９△１９８，８８０，９８７

（措置の内容）

県税の納期内の収入確保に向け、特に自動車税種別割（旧自動車税）

については、例年、「納期内納付キャンペーン」を実施しており、具体

的には、関係機関へのポスター掲示依頼や、商工会議所・商工会から事

業者への納期内納付の周知依頼、コンビニ及びキャッシュレス（クレジ

ットカード、スマートフォン決済アプリ等）納付などの多様な納税方法

を周知する等の広報活動を実施し、納税者の意識啓発や滞納の未然防止

を図ることにより、同税の現年度課税分の納期内納付を促進した。

また、県税の収入未済額の縮減に向け、愛媛県徴収確保対策本部にお

いて策定した滞納整理方針及び目標に基づき、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けた納税者に配慮しつつ、引き続き、必要なものについて

は迅速かつ厳正な差押、換価等の滞納処分の執行、税務職員の相互併任

等による市町と連携した滞納整理の推進などにより、効果的かつ効率的

な滞納整理を実施するとともに、平成２４年度から県内の徴収困難案件や

煩雑な公売案件の集約を目的として当局に設置された「愛媛県特別滞納

整理班」においても、新型コロナウイルス感染症拡大時に捜索等の活動

が大きな制約を受ける中、活動可能な時期には感染防止対策を十分に行

ったうえで専門的な滞納整理活動を実施し、積極的に滞納処分に取り組

んだところである。

これらの取組みの結果、令和４年度末の収入未済額のうち、現年度分

は、例年、未納者への一斉催告を年３回（８月、１０月、２月）実施して

いたが、４年９月に導入した新県税システムの不具合により年１回（８

月）しか実施できなかった影響などもあり、自動車税種別割の収入未済

額が増加し、３年度末から３６，５７３，２４２円、１８．７９％増となったものの、

滞納繰越分は、徴収努力により、３年度末から△４５，１３８，０９５円、１６．９８

％減となり、現年度分と滞納繰越分を合わせた収入未済額は、３年度末

の４６０，４４７，２８０円から４５１，８８２，４２７円へと８，５６４，８５３円、１．８６％減となっ

た。

今後とも、引き続き納税秩序を確立し、税負担の公平性と県税収入の

確保を図るため、納期内納付の促進と収入未済額の縮減に努めて参りた

い。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ２３１，２４４，２７９ ２２０，６３８，１４８ ４５１，８８２，４２７

３年度 １９４，６７１，０３７ ２６５，７７６，２４３ ４６０，４４７，２８０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３６，５７３，２４２ △４５，１３８，０９５ △８，５６４，８５３

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 令和４年７月７日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ２４，４９４，４６９ １９，５０１，７６１ ４３，９９６，２３０

２年度 ３，２４１，０７８ １８，０２４，５７８ ２１，２６５，６５６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２１，２５３，３９１ １，４７７，１８３ ２２，７３０，５７４

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ２，０３５，０９８ ９，５２３，９４０ １１，５５９，０３８

２年度 １，７２８，８２４ ９，１６１，３５２ １０，８９０，１７６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３０６，２７４ ３６２，５８８ ６６８，８６２

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ５６，３８５ ０ ５６，３８５

２年度 ０ ０ ０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５６，３８５ ０ ５６，３８５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ０ ６０６，９３６ ６０６，９３６

２年度 １１６，５３４ ７１３，２００ ８２９，７３４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１１６，５３４ △１０６，２６４ △２２２，７９８

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については家庭訪問や電話、

文書等で納入指導や債権消滅時効（５年間）を迎えた債権の不納欠損

手続きを行った結果、前年度からの滞納繰越額４３，９９６，２３０円が、２，８２

２，３３６円（不納欠損含む）減少したものの、令和４年度現年度償還分

５６，７６２，８６７円が未納となったことから、令和４年度末現在の収入未済

額は９７，９３６，７６１円、対前年度比５３，９４０，５３１円の増となっている。

令和４年度現年度償還分未納の主な要因は、世帯訪問等により生活

保護受給の適正指導をする中で、令和３年度に引き続き、偽装離婚や

収入のある世帯員の隠匿等が判明した世帯に対して厳正に対処した結

果である。（３年度２件、４年度１０件）

滞納者は、生活保護を受給中又は受給していた者で、厳しい生活状

況にあることから、返済が進まない状況にあるが、今後も、粘り強く

家庭訪問や電話、文書等により返還指導を行うとともに、一括返済の

難しい世帯に対しては分納のアドバイスをするなど、収入の確保と収

入未済額の縮減に努めたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ５６，７６２，８６７ ４１，１７３，８９４ ９７，９３６，７６１・消滅時
効期間５
年
（地方自
治法２３６条
第１項）

３年度 ２４，４９４，４６９ １９，５０１，７６１ ４３，９９６，２３０

差引増減 ３２，２６８，３９８ ２１，６７２，１３３ ５３，９４０，５３１

生活保護法第６３条（急迫時の保護費）又は７８条（不正受給した保護費）

による費用返還。

不納欠損処分 ５６８，６７１円

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金の過年度収入

未済額については家庭訪問や電話、文書等で納入指導を行った結果、

前年度からの滞納繰越額１２，２２２，３５９円が、１，６１１，８１６円減少したもの

の、令和４年度現年度償還分２，１３２，２２３円が未納となったことから、

令和４年度末現在の収入未済額は１２，７４２，７６６円、対前年度比５２０，４０７

円の増となっている。

令和４年度現年度償還分未納の要因は、新型コロナウイルスの影響

等で、借主（母・父）や連帯借主（子（学生等））が失職したり、就

職できなかったため貸付金の償還が滞ったことなどである。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、電話・文書等による返還指導を行うとともに、個々

の生活状況に応じた適切な返還計画などの指導も併せて行い、納期限

内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の整理・縮減に努めたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ２，０６７，７８３ １０，１７８，４０４ １２，２４６，１８７・消滅時
効期間１０
年
（民法１６６
条第１項）

３年度 ２，０３５，０９８ ９，５２３，９４０ １１，５５９，０３８

差引増減 ３２，６８５ ６５４，４６４ ６８７，１４９

不納欠損処分 なし

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ６４，４４０ １６，１１０ ８０，５５０・消滅時
効期間１０
年
（民法１６６
条第１項）

３年度 ５６，３８５ ０ ５６，３８５

差引増減 ８，０５５ １６，１１０ ２４，１６５

不納欠損処分 なし

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ０ ４１６，０２９ ４１６，０２９・消滅時
効期間１０
年
（民法１６６
条第１項）

３年度 ０ ６０６，９３６ ６０６，９３６

差引増減 ０ △１９０，９０７ △１９０，９０７

不納欠損処分 なし

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 令和４年７月７日

（監査の結果）

１ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ４，５２１，９２６ ９，３４５，８４３ １３，８６７，７６９

２年度 ３，８８５，１９８ ９，６７８，４７１ １３，５６３，６６９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ６３６，７２８ △３３２，６２８ ３０４，１００

２ 収入未済の河川不法投棄物処分費用負担金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ２４８，４００ 令和３年度決算による

（措置の内容）

１ 令和３年度末における県営住宅貸付料滞納分（１３，８６７，７６９円）につ

いては、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領及び愛媛県県営住宅指定管

理者業務仕様書に基づき、本人に対する督促状の送付、電話や訪問に

よる督促、呼出しによる納付指導を行うとともに、保証人に対する納

付指導依頼を行うほか、退去者の未回収債権については、債権回収業

者への収納業務委託により滞納の解消に努めている。

この結果、令和５年５月末日現在の収入未済額のうち、現年度分は、

滞納者の増加により、６，４８６，７２９円（前年度比４３％増）となり、また、

滞納繰越分は、３，４５５，１０６円の納付及び３５８，３００円の不納欠損処分によ

り、１０，０５４，３６３円に減少したものの、対前年度比では７０８，５２０円の増

となり、現年度分と滞納繰越分を合わせた収入未済額は１６，５４１，０９２円、

対前年度比２，６７３，３２３円の増となった。

今後とも住宅貸付料の納期限内収入に留意するとともに、滞納繰越

分についても収入確保に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ６，４８６，７２９ １０，０５４，３６３ １６，５４１，０９２

３年度 ４，５２１，９２６ ９，３４５，８４３ １３，８６７，７６９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，９６４，８０３ ７０８，５２０ ２，６７３，３２３

２ 当該債権については、債務者が生活保護を受給しているため、定期

的に就労状況等の確認を行い、適切な債権管理に努めてきたものの、

納付見込みが立たず、督促期限であった平成３０年６月２０日を起点に、

地方自治法第２３６条で定める消滅時効の５年が経過したことから、愛

媛県会計規則第３３条に基づき令和５年７月５日付けで「不納欠損」処

分とした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 地 域 産 業 振 興 部 令和４年７月１５日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ３７，９７４，２３２ ３９，９９６，６７３ ７７，９７０，９０５

２年度 ４７，３３１，６８５ ４５，１４６，９６３ ９２，４７８，６４８
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９，３５７，４５３ △５，１５０，２９０ △１４，５０７，７４３
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（措置の内容）

令和４年度現年度課税分については、前年度に引き続き自動車税納期

内納付キャンペーンや「クレジットカード」や「スマートフォン決済ア

プリ」等の納税方法の拡充などによる納期内自主納税の促進に努めると

ともに、給与を中心とした債権の差押等積極的な滞納処分を実施したが、

コロナ禍の影響により個人県民税の収入額が減少したことから、未収金

は４６，３７４，１６４円となり、前年度に比べて８，３９９，９３２円増加した。

令和４年度滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基づ

き計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化期間の設定、債権

差押の徹底と換価処分の促進、局独自文書催告など徴収確保に努め、本

局管内（平成２４年度～）及び支局管内（平成２６年度～）において取り組

んでいる「県・市町税務職員の相互併任」による個人県民税等の滞納案

件に係る徴収確保等により、令和３年度に繰越した未収入金７７，９７０，９０５

円は令和５年５月３１日現在４３，９９８，７５７円となり、３３，９７２，１４８円減少した。

これらの取組を行ったが、個人県民税の収入額減少の影響が大きく、

現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、令和３年度末の７７，９７０

，９０５円から、令和４年度末には９０，３７２，９２１円となり、１２，４０２，０１６円、

１５．９０％の増加となっている。

今後も、滞納繰越額の約９割を占める個人県民税対策に重点をおいて、

「県や市町の税務職員の相互併任」や、個人住民税に係る県の直接徴収

などに継続して取り組み、収入未済額の削減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ４６，３７４，１６４ ４３，９９８，７５７ ９０，３７２，９２１
令和５年
５月３１日
現在

３年度 ３７，９７４，２３２ ３９，９９６，６７３ ７７，９７０，９０５
令和４年
５月３１日
現在

差引増減 ８，３９９，９３２ ４，００２，０８４ １２，４０２，０１６

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部
令和４年７月１２日
令和４年７月１５日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ６，５３７，００４ １４，４５７，３６４ ２０，９９４，３６８

２年度 １，３６９，２２１ １３，２７５，６４８ １４，６４４，８６９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５，１６７，７８３ １，１８１，７１６ ６，３４９，４９９

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ２，２３８，３６９ ２５，２３５，６９７ ２７，４７４，０６６

２年度 ４，１６５，３６８ ２９，３２９，７５７ ３３，４９５，１２５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，９２６，９９９ △４，０９４，０６０ △６，０２１，０５９

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １５８，７１２ ８０，０８２ ２３８，７９４

２年度 ８０，０８２ ０ ８０，０８２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ７８，６３０ ８０，０８２ １５８，７１２

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ３７５，６４１ ３，５０６，６９９ ３，８８２，３４０

２年度 ２４３，２７８ ３，７７４，１７１ ４，０１７，４４９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １３２，３６３ △２６７，４７２ △１３５，１０９

（八幡浜支局）

（措置の内容）

１ 令和３年度末において、地域福祉課の生活保護費戻入金の収入未済

額が２０，９９４，３６８円であったが、訪問や電話等による納入指導などを行

った結果、未納額は１８，１９６，１２７円となった。

未納者は７６名であり、うち３６名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、令和４年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

令和５年５月３１日現在

令和４年度調
定額 収 入 済 額 収入未済額 収 入 歩 合

１６，２１０，３５０円 １５，１３４，５２４円 １，０７５，８２６円 ９３．４％

未納者１９名

２ 令和３年度末において、母子父子寡婦福祉資金特別会計における母

子父子福祉資金貸付金償還金の収入未済額が２７，７１２，８６０円であったが、

訪問や電話等による納入指導を行った結果、令和５年３月末までに

４，０６３，２４６円の納入があり、また時効援用のあった３５４，０００円（１名）

を不納欠損処分したため、未納額は２３，２９５，６１４円となった。

滞納者７９名中１７名が償還済みとなったほか、５１名からは一部納入を

得た。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等から、生活困窮者、多重

債務者など依然として償還困難者が多い状態である。

今年度も引き続き、滞納者へ催告書を送付するとともに、就労情報

の提供や口座振替の推進、日々の電話催告等に応じない滞納者に対す

る戸別訪問、連帯保証人に対する償還協力の要請等を積極的に行い、

期限内の収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいり

たい。

なお、令和４年度の現年度分母子父子寡婦福祉資金特別会計におけ

る母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金については、次のとおりとなっ

ている。

令和５年５月３１日現在

令和４年度調
定額 収 入 済 額 収入未済額 償 還 率

６７，３４５，６６０円 ６５，５０５，９６４円 １，８３９，６９６円 ９７．３％

未納者２９名

３ 令和３年度末において、八幡浜支局福祉室の生活保護費戻入金の収

入未済額が３，８８２，３４０円であったが、訪問や電話等による納入指導を
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行った結果、令和５年３月末までに６２，１３７円納入され、未納額は３，８２

０，２０３円となった。

未納者は１８名であり、うち７名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、令和４年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

令和５年５月３１日現在

令和４年度調
定額 収 入 済 額 収入未済額 収 入 歩 合

３，００８，２０９円 ２，５８５，９３８円 ４２２，２７１円 ８６．０％

未納者７名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 令和４年７月１５日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ７１７，３００ ９８７，５００ １，７０４，８００

２年度 ９５６，４４９ ６７３，１００ １，６２９，５４９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △ ２３９，１４９ ３１４，４００ ７５，２５１

（措置の内容）

県営住宅貸付料については、令和３年度末時点で、１３世帯、計１，７０４，

８００円の家賃収入未済額があったが、滞納者及び連帯保証人に対し、督

促状の送付・呼出し・訪問等納付指導に努めた結果、１２世帯から計９４６，

６００円の納付（全額納付９世帯）があり、収入未済額は、４世帯、７５８，２００

円に減少した。

なお、現年度分の収入未済額の増加は、長期滞納者２世帯分の滞納額

増加が主な要因となっている。当該２名については、令和５年５月に、

退去通告書を送付し、滞納家賃の納付を強く求めているところである。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

４年度 ８７３，０００ ７５８，２００ １，６３１，２００

３年度 ７１７，３００ ９８７，５００ １，７０４，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １５５，７００ △２２９，３００ △７３，６００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 令和４年７月１２日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １７，４００ ０ １７，４００

２年度 １２３，８００ ０ １２３，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１０６，４００ ０ △１０６，４００

（措置の内容）

電話等で粘り強く督促を行った結果、令和２年度から令和３年度に繰

り越された収入未済額１２３，８００円については令和３年度中に、また、令

和３年度末に新たに発生し令和４年度に繰り越された収入未済額１７，４００

円については、令和４年８月中に全額解消した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 令和４年４月２０日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ６，５５５，４１０ ２８，７８５，０２０ ３５，３４０，４３０

２年度 ６，０６３，１５０ ２７，９６５，１５０ ３４，０２８，３００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ４９２，２６０ ８１９，８７０ １，３１２，１３０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対し、措置の

際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福祉施設

入所負担金徴収マニュアル」に基づき、四半期毎に徴収検討会議を開催

し、未納状況について情報を共有するとともに、滞納者の生活状況や重

点的に納付を指導すべき未収金について検討を行い、文書催告や臨戸訪

問等により積極的に滞納整理を行った。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和３年１２月３１
日現在

令和３年度末現
在（令和４年度
への繰越額）

令和５年５月３１
日現在

３年度 現 年 分 ５，８４５，６１０ ６，５５５，４１０ ６，３１２，２６０

３年度 滞納繰越分 ３３，３２７，３６０ ２８，７８５，０２０ ２２，３８２，６９０

計 ① ３９，１７２，９７０ ３５，３４０，４３０ ２８，６９４，９５０

４年度 現年分② ― ― ６，４４１，２６６

合 計（①＋②） ３９，１７２，９７０ ３５，３４０，４３０ ３５，１３６，２１６

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東予子ども・女性支援センター 令和４年５月１８日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ４，５２４，７８７ ８，４５５，８５０ １２，９８０，６３７

２年度 ２，１５８，６５０ ６，５７１，９００ ８，７３０，５５０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２，３６６，１３７ １，８８３，９５０ ４，２５０，０８７

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状の送付をするとともに、

徴収会議において未納者の状況を把握し、電話催告、戸別訪問を実施し、

収入未済額の縮減に努めている。

今後とも、負担金の適時・適切な収入に留意するとともに、滞納繰越

分については、面接やケース訪問時を利用して保護者との連絡を密にし、

期限内納入の啓発に努めるとともに、効果的な督促を行い収入の確保に

努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和３年１１月３０
日現在

令和４年度への
繰越額（令和３
年度末現在）

令和５年５月３１
日現在

令和３年度分 ２，４００，２２０ ４，５２４，７８７ ４，２５２，４３７

滞納繰越分 ８，６０８，０５０ ８，４５５，８５０ ８，１４８，６５０

計 ① １１，００８，２７０ １２，９８０，６３７ １２，４０１，０８７

令和４年度分② ― ― ４，６５９，４６３

合 計（①＋②） １１，００８，２７０ １２，９８０，６３７ １７，０６０，５５０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南予子ども・女性支援センター 令和４年５月２５日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １，２１２，８７０ ９，３０６，２９５ １０，５１９，１６５

２年度 １，６０２，３７５ ９，７０１，６６０ １１，３０４，０３５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３８９，５０５ △３９５，３６５ △７８４，８７０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、１０月に催告書を送付す

るとともに、徴収会議を開催し、未納者の状況把握と徴収可能な債務者

の選別を実施、訪問または電話による重点的な納入催告に努めた。

その結果、令和４年度に繰り越した未収金１０，５１９，１６５円の内、令和５

年３月末現在２２０，０４０円を収納し、２，５９８，５５０円を不納欠損処理した。

今後とも、負担金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

分についても、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、その縮

減に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和４年度への繰越額
（令和３年度末現在） 令和５年５月３１日現在

令和３年度分 １，２１２，８７０ １，２１２，８７０

滞納繰越分 ９，３０６，２９５ ６，４８７，７０５

計 ① １０，５１９，１６５ ７，７００，５７５

令和４年度分② ― １，３１３，５００

合計（①＋②） １０，５１９，１６５ ９，０１４，０７５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 令和４年９月１日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 ４８，６８５，０００ ２０７，４０９，３７５ ２５６，０９４，３７５

２年度 ５７，９８４，０００ ２２６，３３５，５２９ ２８４，３１９，５２９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９，２９９，０００ △１８，９２６，１５４ △２８，２２５，１５４

（措置の内容）

奨学資金貸付金償還金については、奨学生の採用時及び貸与終了時に、

学校長を通じ制度の趣旨や返還義務等を指導するとともに、卒業後、新

たに返還を開始するときは、納入通知書発行に先立ち、文書により納入

期限及び納入額の事前案内を行い、納期限内の収入確保に努めている。

また、返還指導を業務とする奨学生指導員（特定業務職員３名）を設

置し、係員と連携して、滞納者本人や連帯保証人等に対する電話、文書

等での返還指導を行うほか、平成３０年度からは回収困難な債権について

債権回収会社への委託を開始し、令和３年度からは長期滞納債権を一律

委託するなど収入未済額の縮減に取り組んでいる。

令和３年度末現在の未収額２５６，０９４，３７５円については、令和４年度に

５６，３５６，４８０円（うち委託先での収納分３０，８８４，５４０円）を収納し、２８０，０００

円を不納欠損したことにより、令和５年度への滞納繰越額は１９９，４５７，８９５

円となった。しかしながら、多量採用した時期（平成２１年度前後）の奨

学生が返還期にあることなどにより、令和４年度には新たに６７７件、

４５，５８８，４００円の未収金が発生したため、令和４年度末現在の未収額は、

過年度分と合わせて２４５，０４６，２９５円となった。

引き続き、奨学生指導員による初期の返還指導により、滞納の累積を

防止していくとともに、回収のノウハウを有する専門業者を効果的に活

用することにより、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 令和４年９月１日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第６９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和５年１０月１０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３年度 １６，８５１，０３５ ６０４，８４０，８０９ ６２１，６９１，８４４

２年度 １８，７６８，３５０ ５９６，８７１，６７７ ６１５，６４０，０２７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，９１７，３１５ ７，９６９，１３２ ６，０５１，８１７

（措置の内容）

令和４年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、２３，０８５，６９５円の調定額に対し、収納額１１，６２９，２５９円となっ

ており、収納率は５０．４％であった。未納者に対しては督促状の発行を行

うほか、県担当者が奨学生であった者やその保護者、保証人と面談を実

施して返還を促した。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、各種通知文に未納

額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学金関係者と面談する

などして返還指導を実施した結果、４年度中に１４，５８１，９３７円を収納する

など、５年３月末現在では６０６，６８６，０９０円となったが、新たに４年度の

未収金１１，４５６，４３６円が発生したことから、４年度末の収入未済額は６１８，

１４２，５２６円となっている。

平成２３年度からすべての未納対象者に対し「未納状況通知書」を送付

することで、さらに返還を促すとともに、２５年度からは奨学生指導員を

１名配置し、市町担当者と連携を密に図り、返還に係る相談者にも丁寧

に対応している。また面接指導を行う等、係全員体制でより効果的な運

用を図っている。

今後は、さらにきめ細かな返還指導を徹底し、債務者の返還意識の涵

養を図ることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

中 央 病 院 令和４年６月６日

今 治 病 院 令和４年６月１日

南 宇 和 病 院 令和４年５月３１日

新 居 浜 病 院 令和４年６月１日

（監査の結果）

１ 病院事業

� 個人医業未収金の納期到来分について、早期回収に引き続き努め

られたい。

（令和４年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中 央 病 院 ９２，１４５，７２０ ５７，９７７，７４９ １５０，１２３，４６９

今 治 病 院 １４，２２８，３５０ １５，４４３，７５７ ２９，６７２，１０７

南 宇 和 病 院 ６，３５９，７６０ １，８８８，８５０ ８，２４８，６１０

新 居 浜 病 院 ２２，６７４，４９１ １１，４９３，６９５ ３４，１６８，１８６

計 １３５，４０８，３２１ ８６，８０４，０５１ ２２２，２１２，３７２

� 医業外未収金の納期到来分について、早期回収により一層努めら

れたい。

（令和４年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中 央 病 院 ３５７，３９４ ３，７７６，５４０ ４，１３３，９３４

今 治 病 院 ３６，５７０ １６８，４４０ ２０５，０１０

南 宇 和 病 院 ７２，２２０ ２９，７００ １０１，９２０

新 居 浜 病 院 ２７１，１０６ １３４，２８０ ４０５，３８６

計 ７３７，２９０ ４，１０８，９６０ ４，８４６，２５０

（措置の内容）

１ 病院事業

� 令和４年度は、未収金回収業務をより効率的に実施するため、未

収金担当者研修会を開催するなど、担当者のスキルアップに取り組

んだ。

今後とも、各病院の担当者や弁護士事務所と連携を図るとともに、

他県における効果的な取組みも参考にしながら、早期回収に努めた

い。

（令和５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

令和４年３月
３１日現在の未
収金

中 央 病 院 ６８，２１２，１８０ ６９，１１７，８８４ １３７，３３０，０６４ １５０，１２３，４６９

今 治 病 院 １３，０２７，１３８ ２０，９３０，１４６ ３３，９５７，２８４ ２９，６７２，１０７

南宇和病院 ６，５３５，４４０ ３，５５３，０２０ １０，０８８，４６０ ８，２４８，６１０

新居浜病院 １８，１２０，１５９ １５，６３６，８３７ ３３，７５６，９９６ ３４，１６８，１８６

計 １０５，８９４，９１７ １０９，２３７，８８７ ２１５，１３２，８０４ ２２２，２１２，３７２

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、各病院の担

当者や弁護士事務所と連携を図るなどして、早期回収に努めたい。

（令和５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

令和４年３月
３１日現在の未
収金

中 央 病 院 ３３５，２７４ ５，４４３，４６８ ５，７７８，７４２ ４，１３３，９３４

今 治 病 院 ４３，１５０ ２１０，２５７ ２５３，４０７ ２０５，０１０

南宇和病院 ７２，９４０ ６０，４８０ １３３，４２０ １０１，９２０

新居浜病院 ２６８，０６６ ４２７，６００ ６９５，６６６ ４０５，３８６

計 ７１９，４３０ ６，１４１，８０５ ６，８６１，２３５ ４，８４６，２５０
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�愛媛県選挙管理委員会告示第７０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和５年１０月１０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

自由民主党愛媛県新居浜市第二支部 黒 川 洋 介 令和５年９月２９日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

村 田 よ し の 後 援 会 村 田 佳 乃 令和５年８月３１日

伊 賀 上 明 治 後 援 会 高 石 通 令和５年９月８日

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

参政党愛媛第１支部 浅 湫 和 子 代 表 者 浅 湫 和 子 谷 川 まゆみ 令和５年９月２４日

令和５年１０月１０日 発行


